





























































































































































である。これは, Robinson, Kraatz, & Rousseau (1994)の測定尺度の項

















































































Rousseau (1990)やRobinson, Kraatz, & Rousseau (1994)の研究でみられ
た，心理契約の２つの側面(業務にかかわるものと関係にかかわるもの)を構
成する項目の追証を行なうものと同時に，義務の充足程度を尋ねるものと
なっている。ちなみに，回答方法は，｢とてもそう思う(5点)｣，｢ややそ
う思う(4点)｣。｢どちらでもない(3点)｣，｢あまりそう思わない(2点)｣，
｢まったくそう思わない(1点)｣の５点尺度を採用している。
　図表５は，回答分布結果の形の確認，Ｇ-Ｐ分析，I-Ｔ相関分析，(z係数
の算出，そして因子負荷量の算出結果，といった多面的な項目分析を進め
た結果を示している。
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図表４　雇用側の義務と従業員の義務の項目（2）
　　回答結果の分布の形の確認結果
　予備調査の段階で項目の平均値が５作法で1.5以下あるいは4.5以上の
項目を確認したが，それに該当する項目はみられなかった。ただし，回答
結果の分布の形を確認すると，従業員の義務の回答結果である，｢職場の
人間関係に対する配慮(Q2.4)｣，｢離職前の正式な手続き(Q2.5)｣，｢職場へ
のダメージ(Q2.6[Ｒ])｣の項目に天井効果がみられたため，Ｇ-Ｐ分析や因
子分析による項目分析では外す結果となった。
　・Ｇ-Ｐ分析の結果
　回答分布の形の確認の結果，特に問題にならなかった項目について，Ｇ
-Ｐ分析を進めた結果，何れの項目についても上位群が下位群よりも有意
差9)がみられる結果を得た(pく0.01)。
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図表５　非正規従業員の心理
― 414 ―
　　　若手パートタイマー・アルバイトを対象とした心理契約の測定方法の研究
契約測定尺度の項目分析結果
― 415 ―
　・I-Ｔ相関分析の結果
　全体得点の高い回答者は，それぞれの項目についても高い平均を示すこ
とを前提として，全体得点と各項目の相関分析を行なった結果が図表５に
示されている。ちなみに，相関係数の算出にあたってば，全体得点には相
関を求める項目の得点を加算していない1o)。その結果，すべての項目につ
いて，有意である結果(p＜0.05)を得たが，相関係数が低い項目がみられた
ことも事実である(例えば, 01.1,01.8,02.9[Ｒ],Ｑ2.11)。
　・ａ係数の算出結果
　雇用側の義務について尋ねた項目全体の(x係数11)は，0.84であった。
それに対して，従業員の義務について尋ねた項目全体の(z係数は，0.74
であった。図表５の(ｘ係数は，当該項目を外して(x係数を算出した結果
である。全体の(x係数よりも高い値を示したのが，雇用側の義務では，２
項目みられ(Ql.lの｢時給，日給，月給支払方法の明確化｣とQ1.8の勤務日・
勤務時間決定の自由)，また従業員の義務でもQ2.9[Ｒ]の｢指示されただけ
の仕事の遂行｣とQ2.11の｢雇用側への謙虚な態度｣といった項目に同
様の結果がみられた。実際，これらの項目を除外して全体の(z係数を算
出し直した結果，雇用側の義務では，0.85となり，従業員の義務では0.76
となった。これらの項目は，全体項目の等質性を下げる項目として考えら
れ，除外対象項目の候補となる結果を示すものとして捉えられる。
　・因子分析の結果
　因子分析は，項目間の相関関係からその背後に潜在的な因子が存在する
ことを想定し，その因子と項目の関係の強さを因子負荷量として算出でき
る手法である。今回の調査では，雇用側の義務と従業員側の義務につい
て，２つの側面(業務にかかわる側面と関係にかかわる側面)を想定していた
ため，２つの因子が抽出されることが期待されていた。その結果は，図表
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５のとおりである。
　雇用側の義務については, Q1.8の「勤務日・勤務時間決定の自由」の
項目を除き，業務にかかわるものと関係にかかわるものの２つの因子が抽
出された。
　従業員の義務については，主因手法による因子分析（共通性1）を連め
た結果，因子負荷量が高い項目は，「仕事への責任感(Q2.1)」，「勤務先へ
の忠誠心(Q2.2)」，「重要な情報の保護(q2.7)］，「一定期間の在職期間の遵
守(Q2.8)」そして「職場の雰囲気への配慮（Ｑ2.10）」の４項目だけにしか
みられなかった。それ以外の項目は，因子負荷量が抽出された因子全体に
高い負荷を示す項目(Q2.3やＱ2.11）であった。心理契約の構成概念との
関連性がきわめて低いという理由から除外対象となる項目である。
　IV.要約と課題
　今回の調査は，非正規従業員，特に人件費削減のために雇用・活用され
るケースが多い，若手のパートタイマー・アルバイトの心理契約の測定尺
度開発の基礎固めを目指したものである。この研究の発端は，これまで欧
米を中心に開発され，調査に採用されてきた心理契約の測定尺度が，日本
企業（職場組織）と従業員の関係を説明する心理契約の内容を明らかにし，
問題なく利用できるといった，転用可能性について検証してみたかったこ
とにある。
　今回の分析結果は，部分的に転用可能性が認められたものであったが，
心理契約といった構成概念を測定する尺度としては，本調査の段階におい
て利用するには，依然として改善の余地が多く残されていることが明らか
になったといえる。特に，若手パートタイマー・アルバイトを調査対象と
した分析の場合，彼らの義務を構成する項目群を改めて検討しなければな
らない。回答分布の形の確認結果において，特に明らかになったように，
業務志向よりも，職場組織との関係を重視した項目は既に当然のことにな
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っているのである。要するに，今回の結果は，これまでの測定尺度の適用
範囲の限界を示したといえる。
　しかしながら今回の項目分析を進めていく過程では，いくつかの問題が
みられた点を指摘しておかなければならない。調査対象者のデモグラフィ
ックな側面の配慮，サンプル数，そして回答者の視点の問題である。調査
対象者は，限定された年代を対象としている点であること，サンプル数が
第１段階および第２段階に実施した項目数の10倍に満たない点，そして
調査対象者が非正規従業員に限定されている点である。構成概念を測定す
る心理尺度を作成する場合，原則として，尺度項目数の10倍のサンプル
数が必要であるとされている(束條，1998年)。これら３点については，従
業員の義務の項目の再検討を進め，追加的調査を実施することで対応して
いきたい。また，本調査後の信頼性と妥当性を高めることに着眼した尺度
開発の研究を継続しなければならないし，今回用いた分析手法を古典的テ
スト理論(ClassicalTestTheory)と位置づける，項目反応理論(Item Response
Ｔｈｅｏｒy)を用いた方法も考慮していく必要があることは言うまでもない。
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図表６　産業別非正規雇用の従業員比率
図表７　非正規雇用の従業員の雇用・活用理由
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図表８　調査対象者のプロフィール（第２段階）
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